
高森町土地利用の届出等に関する条例の解説

（平成25年７月１日施行時点）
この解説は、高森町土地利用の届出等に関する条例（案）についての運用、解説をとりまとめたものである。
１　目的
	（目的）

第１条　この条例は、高森町内において行う行為について、関係法令の規定によるもののほか、行うべき届出に関し必要な事項を定めることにより、高森町内の土地利用の動向について把握するとともに、町民との情報共有を図り、住み良いまちづくりの推進に資することを目的とする。


○高森町内において行う行為
この条例の適用区域は、高森町の全区域である。

○関係法令の規定によるもののほか
関係法令として考えられる法律並びに条例は次のとおりである。
建築基準法（昭和25年法律第201号）、都市計画法（昭和43年法律第100号）、
景観法（平成16年法律第110号）、農地法（昭和27年法律第229号）、
農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）、
森林法（昭和26年法律249号）、自然公園法（昭和32年法律第161号）、
駐車場法（昭和32年法律第106号）、

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）、
砂防法（明治30年法律第29号）、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）、
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）、
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）、
河川法（昭和39年法律第167号）、
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）、
工場立地法（昭和34年法律第24号）、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）、
砂利採取法（昭和43年法律第74号）、採石法（昭和25年法律第291号）、
文化財保護法（昭和25年法律第214号）、国土利用計画法（昭和49年法律第92号）、
長野県景観条例、長野県屋外広告物条例、
長野県立自然公園条例、文化財保護条例
	施行規則

（趣旨）

第１条　この規則は、高森町土地利用の届出等に関する条例（平成　年条例第　号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。


２　使用する用語
	（用語の定義）

第２条　この条例において使用する用語は、建築基準法（昭和25年法律第201号）、都市計画法（昭和43年法律第100号）、景観法（平成16年法律第110号）及び景観法施行令（平成16年政令第398号）において使用する用語の例による。


	施行規則

（用語の定義）

第２条　この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。


３　対象行為と届出手続きの方法

	（行為の届出）

第３条　高森町内において次に掲げる行為をしようとする者（以下「開発事業者等」という。）は、当該行為に着手する日の60日前までに、町長が規則で定めるところにより、当該行為の目的、種類、場所、設計又は施行方法の概要、着手予定日その他町長が規則で定める事項を町長に届け出なければならない。
(1) 建築物の新築、増築、改築若しくは移転で、当該行為に係る部分の床面積の合計若しくは建築面積が500平方メートルを超え、又は当該行為に係る部分の高さが10メートルを超えるもの

(2) 建築物の大規模の修繕（建築基準法第２条第14号に規定するものをいう。）若しくは大規模の模様替（同条第15号に規定するものをいう。）又は用途の変更（同法第87条第１項の規定によるものをいう。）で、建築基準法第６条第１項の規定により申請書を提出すべきもの

(3) 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更（自己の居住の用に供する目的で行うものを除く。）で、当該土地の区画形質の変更に係る土地の面積が500平方メートルを超え、又は住宅の用途に供する計画戸数が５を超えるもの

(4) 土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更（前号の行為に係るものを除く。）で、当該土地の形質の変更に係る土地の面積が500平方メートルを超えるもの

(5) 木竹の伐採で、当該行為に係る面積が1,000平方メートルを超えるもの

(6) 屋外における土石、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２条第１項に規定する廃棄物をいう。）、再生資源（資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）第２条第４項に規定する再生資源をいう。）その他の物件の堆積で、その高さが３メートルを超え、又はその用途に供される土地の面積が500平方メートルを超えるもの

(7) 水面の埋立て又は干拓で、当該行為に係る面積が1,000平方メートルを超えるもの


○届出対象行為
届出の対象となる行為を条例第３条各号で定める行為とする。

○建築物
建築物とは建築基準法第２条第１号に規定する建築物とする。

	建築基準法第２条

一　建築物　土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの（これに類する構造のものを含む。）、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨(こ)線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類する施設を除く。）をいい、建築設備を含むものとする。


○特定工作物
特定工作物とは都市計画法第４条第11項に規定する特定工作物とする。

	都市計画法第４条

11　この法律において「特定工作物」とは、コンクリートプラントその他周辺の地域の環境の悪化をもたらすおそれがある工作物で政令で定めるもの（以下「第一種特定工作物」という。）又はゴルフコースその他大規模な工作物で政令で定めるもの（以下「第二種特定工作物」という。）をいう。
都市計画法施行令第１条

第一条　都市計画法（以下「法」という。）第四条第十一項の周辺の地域の環境の悪化をもたらすおそれがある工作物で政令で定めるものは、次に掲げるものとする。

一　アスファルトプラント

二　クラッシャープラント

三　危険物（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第百十六条第一項の表の危険物品の種類の欄に掲げる危険物をいう。）の貯蔵又は処理に供する工作物（石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号）第五条第二項第二号に規定する事業用施設に該当するもの、港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第二条第五項第八号に規定する保管施設又は同項第八号の二に規定する船舶役務用施設に該当するもの、漁港漁場整備法（昭和二十五年法律第百三十七号）第三条第二号ホに規定する補給施設に該当するもの、航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）による公共の用に供する飛行場に建設される航空機給油施設に該当するもの、電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第九号に規定する電気事業（同項第七号に規定する特定規模電気事業を除く。）の用に供する同項第十六号に規定する電気工作物に該当するもの及びガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第二条第十三項に規定するガス工作物（同条第一項に規定する一般ガス事業又は同条第三項に規定する簡易ガス事業の用に供するものに限る。）に該当するものを除く。）

２　法第四条第十一項の大規模な工作物で政令で定めるものは、次に掲げるもので、その規模が一ヘクタール以上のものとする。

一　野球場、庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園その他の運動・レジャー施設である工作物（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校（大学を除く。）の施設に該当するもの、港湾法第二条第五項第九号の三に規定する港湾環境整備施設に該当するもの、都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第二条第一項に規定する都市公園に該当するもの及び自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）第二条第六号に規定する公園事業又は同条第四号に規定する都道府県立自然公園のこれに相当する事業により建設される施設に該当するものを除く。）

二　墓園


○土地の区画形質の変更（土地の形質の変更）とは

区画の変更とは、道路、水路、公園等の独立した物件を新設、変更又は廃止するなどして、１団の土地における区画を変更するもの。

形の変更とは、切土又は盛土を含む一体的な造成行為により、土地の形状を変更するもの。

質の変更とは、農地、山林、雑種地、池沼等の宅地以外の土地を宅地にするなど、土地の有する性質を変更するもの。

○床面積の合計若しくは建築面積が500平方メートルとする理由
建築基準法による建築確認申請が必要な建築物は次のとおりとされており、床面積が500平方メートルを超える建築物は都市計画区域外であっても建築確認申請が必要となるため。
(1) 劇場、病院、学校、百貨店、倉庫などの特殊建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が100平方メートルを超えるもの
(2) 木造の建築物で三以上の階数を有し、又は延べ床面積が500平方メートル、高さが13メートル若しくは軒の高さが９メートルを超えるもの

(3) 木造以外の建築物で二以上の階数を有し、又は延べ面積が200平方メートルを超えるもの
(4) 都市計画区域若しくは準都市計画区域若しくは準景観地区内又は都道府県知事が指定する区域内においては全ての建築物
○高さが10メートルとする理由
建築基準法第55条による建築物の高さの限度が、高森町における第一種低層住居専用地域では10メートルとしているため。
（第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域内においては、建築物の高さは、10メートル又は12メートルのうち当該地域に関する都市計画において定められた建築物の高さの限度を超えてはならない。）
○土地の面積が500平方メートル

農地法による農地転用許可基準において、個人住宅の転用面積は、一般個人住宅が概ね500平方メートルまで（農家住宅は概ね1,000平方メートルまで）とされているため。

○住宅の用途に供する計画戸数が５を超えるもの

世帯数の増加は周辺へ与える影響が大きくなると考えられ、近隣での状況を勘案し計画戸数が５を超えるものを対象にする。

○木竹の伐採で、当該行為に係る面積が1,000平方メートルを超えるもの
近隣での状況を勘案し、1,000平方メートルを超えるものを対象にする。

○土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆積で、その高さが３メートルを超えるもの、又は、その用途に供される土地の面積が500平方メートルを超えるもの

近隣での状況を勘案し、高さが３メートルを超え、又は500平方メートルを超えるものを対象にする。

○水面の埋立て又は干拓で、当該行為に係る面積が1,000平方メートルを超えるもの
近隣での状況を勘案し、1,000平方メートルを超えるものを対象にする。

○町長が規則で定めるところ

施行規則第３条第１項、第２項及び第３項で規定する。

「届出書の部数、添付する図書」
	施行規則
（届出の方法等）

第３条　条例第３条の規定による届出（以下「新規届出」という。）は、届出書（様式第１号）２部及びその写し１部を、必要な事項を記載して町長に提出して行うものとする。

２　前項に規定する届出書には、次に掲げる図書２部及びその写し１部を添付しなければならない。ただし、次に掲げる図書のうち図面にあっては、行為の規模が大きいため、次に掲げる縮尺の図面によっては適切に表示できない場合には、当該行為の規模に応じて、町長が適切と認める縮尺の図面をもってこれらの図面に代えることができる。

(1) 次に掲げる図書。ただし、第３号及び第４号に規定する行為にあっては、それぞれ当該各号に定めるところによる。

ア　行為を行う場所の付近の見取図で、方位、道路及び目標となる地物を表示した縮尺2,500分の１以上のもの

イ　行為を行う土地の区域及び当該区域の周辺の状況を示す写真

(2) 条例第３条第１号に掲げる行為にあっては、前号に掲げる図書のほか、次に掲げる図書

ア　縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、新規届出に係る建築物その他の施設と他の建築物の別、建築物の用途、規模、擁壁、合併処理浄化槽の位置、氾濫調整池、雨水貯留槽その他の施設の位置、土地の高低、建築物の各部分の高さ並びに敷地の接する道路の位置及び幅員を表示した配置図で縮尺100分の１以上のもの

イ　排水施設計画の平面図（図面に雨水計算、集水面積、水路の系統図及び水利計算を記したものをいう。以下同じ。）

(3) 条例第３条第２号に掲げる行為にあっては、第１号イに規定する図書のほか、建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第１条の３の表１の（い）の項及び（ろ）の項に掲げる図書

(4) 条例第３条第３号に掲げる行為にあっては、第１号に掲げる図書のほか、次に掲げる図書

ア　予定する建築物の用途、規模、計画戸数及びその位置並びに敷地内の各種構造物、氾濫調整池、雨水貯留槽その他の施設及び緑地の位置を表示する配置図で縮尺250分の１以上のもの

イ　排水施設計画の平面図

(5) 条例第３条第４号に掲げる行為（土石の採取及び鉱物の掘採を除く。）にあっては、第１号に掲げる図書のほか、次に掲げる図書

ア　設計図又は施行方法を明らかにする図面で縮尺100分の１以上のもの

イ　排水施設計画の平面図

(6) 条例第３条第４号に掲げる行為（土石の採取及び鉱物の掘採に限る。）にあっては、第１号に掲げる図書のほか、次に掲げる図書

ア　土石の採取又は鉱物の掘採の方法を明らかにする図面で縮尺100分の１以上のもの

イ　廃土の堆積方法を明らかにする図面で縮尺100分の１以上のもの

ウ　土石の採取又は鉱物の掘採をした後に行う措置を明らかにする図面で縮尺100分の１以上のもの

(7) 条例第３条第５号に掲げる行為にあっては、第１号に掲げる図書のほか、次に掲げる図書

ア　木竹の伐採を行う範囲を示す図面で縮尺250分の１以上のもの

イ　木竹の伐採を行う範囲内における地上から1.5メートルの位置の幹周りが1.5メートル以上又は高さ10メートルを超え、かつ、樹冠が10メートルを超える樹木の位置及びこれら木竹の保全の方法を示す図面で縮尺250分の１以上のもの

ウ　木竹を伐採した後に行う措置を明らかにする図面で縮尺250分の１以上のもの

(8) 条例第３条第６号に掲げる行為にあっては、第１号に掲げる図書のほか、堆積する場所及び方法を明らかにする図面であって縮尺250分の１以上のもの

(9) 条例第３条第７号に掲げる行為にあっては、第１号に掲げる図書のほか、埋立て又は干拓する場所及び方法を明らかにする図面であって縮尺250分の１以上のもの

(10)前各号に掲げるもののほか、参考となるべき事項を記載した図書として町長が指定するもの

３　前項の規定にかかわらず、町長は、行為の種類に応じて、前項各号に掲げる図書の添付の必要がないと認めるときは、これを省略させることができる。


○その他町長が規則で定める事項

施行規則第３条第４項で規定する。

	施行規則
第３条

４　条例第３条の規則で定める事項は、行為をしようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）とする。


４　変更の届出、同一行為とみなす行為
	（変更の届出）

第４条　前条の規定による届出をした開発事業者等は、当該届出に係る事項の一部又は全部を変更しようとするときは、当該行為に着手する日の60日前までに、町長が規則で定めるところにより、その旨を町長に届け出なければならない。

２　同一の者が前条又は前項の規定による届出に係る行為の完了前に当該行為の施行区域に接続して更に前条各号に規定する同種の行為を行おうとするときは、これらの行為を一の行為とみなして前条又は前項の規定を適用する。


○町長が規則で定めるところ

施行規則第４条で規定する。

変更届出の方法を新規届出の方法と同様とする。

	施行規則

（変更届出の方法等）

第４条　条例第４条の規定による届出（以下「変更届出」という。）については、前条の規定を準用する。この場合において、前条中「条例第３条の規定による届出」とあるのは「条例第４条の規定による届出」と、「新規届出」とあるのは「変更届出」と読み替えるものとする。


○同一行為とみなす行為（条例第４条第２項）
届出をした行為を行っている区域に接続した区域において、行為の期間が重複し、かつ同種の行為である届出対象とならない行為を行う場合、その行為は届出済の行為と同一の行為として届出対象の行為となり、着手前60日までに変更届出を行う必要がある。
５　届出の補正
	（届出の補正）

第５条　町長は、前２条の規定による届出に形式上の不備があると認めるときは、当該届出をした者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、町長は、当該届出をした者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。


６　適用除外

	（適用の除外）

第６条　次の各号に該当すると町長が認める行為については、前３条の規定は、適用しない。
(1) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で町長が規則で定めるもの

(2) 非常災害のため必要な応急措置として行う行為

(3) 仮設の建築物の建築等又は仮設の工作物の建設等

(4) 第３条第４号及び第７号に掲げる行為で、農林漁業を営むために行うもの

(5) 第３条第５号に掲げる行為で、農林漁業を営むために行う森林の皆伐を行うもの

(6) 第３条第６号に掲げる行為で、次のいずれかに該当するもの
ア　農林漁業を営むために行うもの

イ　堆積の期間が 30日を超えて継続しないもの
(7) 国、地方公共団体又は公共的団体として町長が認める団体が行う行為

(8) 法令の規定に基づき許可若しくは認可を受け、又は届け出て行う行為のうち、町長が規則で定めるもの


○第１号の規則で定めるもの

施行規則第５条で規定する。

	施行規則
（条例第６条第１号の規則で定める行為）
第５条　条例第６条第１号の規則で定める行為は、通常の管理行為、軽易な行為又は法令若しくはこれに基づく処分による義務の履行として行う行為とする。


○第８号の規則で定めるもの

施行規則第６条で規定する。

	施行規則
（条例第６条第８号の規則で定める行為）
第６条　条例第６条第８号の規則で定める行為は、次に掲げるものとする。
(1) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）第43条の２第１項又は第127条第１項の規定により届け出て行う行為

(2) 文化財保護条例（昭和50年長野県条例第44号）第14条第１項（第29条及び第34条において準用する場合を含む。）の規定により届け出て行う行為


○文化財保護法第43条の２第１項により届け出て行う行為
重要文化財の修理
○文化財保護法第127条第１項の規定により届け出て行う行為
史跡名勝天然記念物の復旧における届出

○文化財保護条例（昭和50年長野県条例第44号）第14条第１項（第29条及び第34条において準用する場合を含む。）の規定により届け出て行う行為

県宝の修理、県有形民俗文化財の修理、県史跡名勝天然記念物の復旧

７　届出に係る行為への対応
	（届出に係る行為への対応）

第７条　町長は、第３条から第６条までの規定による届出（以下「行為の届出」という。）があった場合において、その届出に係る行為について災害の防止、周辺産業活動への影響、環境の保全、通行の安全等の住民生活への影響、景観保全等を勘案して、当該行為を行うに当たり配慮すべき事項（以下「土地利用に関する配慮すべき事項」という。）について確認を行うものとする。

２　町長は、前項の規定による確認の結果、土地利用に関する配慮すべき事項の有無、土地利用に関する配慮すべき事項がある場合はその内容を、当該届出をした開発事業者等に対し通知するものとする。


○次の観点等により配慮すベき事項があるか確認を行う。

・災害の防止
・周辺産業活動への影響
・環境の保全
・通行の安全等の住民生活への影響
・景観保全
	施行規則

（確認の方法）

第７条　条例第７条第１項による確認は、別の定めにより設置する高森町土地利用調整会議において行うものとする。


８　関係区長への通知

	（関係区長への通知）

第８条　町長は、行為の届出があったときは、当該届出に係る行為の対象となる土地の区域及び当該届出に係る行為により直接の影響が及ぶと町長が認める区域に係る区長に、その旨を通知するものとする。

２　前項の規定による通知を受けた区長は、当該通知に係る行為に関し、土地利用に関する配慮すべき事項について意見があるときは、当該通知を受けた日から30日以内に町長に対して当該意見を述べることができる。

３　町長は、前条第２項の規定による通知を行った場合、土地利用に関する配慮すべき事項の有無、土地利用に関する配慮すべき事項がある場合はその内容を、第１項により通知した区長に対して通知するものとする。


	施行規則

（関係区長への通知等）

第８条　条例第８条第１項の規定による通知は、届出到達通知書（様式第２号）、当該届出に係る第３条第１項に規定する届出書及び同条第２項の規定により添付する図書を、新規届出又は変更届出に係る行為の対象となる土地の区域及び当該届出に係る行為により直接の影響が及ぶと町長が認める区域に係る区長に送付するものとする。

２  区長は、条例第８条第２項の規定により意見を述べる場合は、意見書（様式第３号）に必要な事項を記載し、町長に提出することにより行うものとする。


９　委任

	（委任）

第９条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が規則で定める。


	施行規則

（補則）

第９条　この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。


10　施行期日

	附　則

（施行期日）

１　この条例は、平成25年７月１日から施行する。
（行為届出に関する規定の適用）

２　第３条の規定は、平成25年９月１日以後に着手する同条各号に掲げる行為について適用する。


○条例施行期日

周知期間を考慮し、条例の施行期日は平成25年７月１日とする。

ただし、条例第３条の規定（行為の届出）については、当該行為に着手する日の60日前までに届出を求めているため、平成25年９月１日以後に着手する行為から届出対象とする。

	施行規則

附　則

　この規則は、平成25年７月１日から施行する。


2

